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(百万円未満切捨て)
１．平成27年11月期の連結業績（平成26年12月1日～平成27年11月30日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　27年11月期 381 △25.7 △533 － △1,078 － △1,199 －

　26年11月期 513 6.6 △419 － △323 － △293 －

(注) 包括利益 27年11月期 △1,203 百万円 ( －％) 26年11月期 △437 百万円 ( －％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　27年11月期 △135.32 － － △171.6 △139.9

　26年11月期 △36.97 － － △36.6 △81.8

(参考) 持分法投資損益 27年11月期 5百万円 26年11月期 △3百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　27年11月期 357 △611 △171.7 △63.73

　26年11月期 899 28 0.7 0.74

(参考) 自己資本 　27年11月期 △614百万円 26年11月期 6百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

　27年11月期 △188 △295 426 25

　26年11月期 △258 △184 342 81
　
２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年11月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

27年11月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
（注）配当予想の開示は行っておりません。
　
３．平成28年11月期の連結業績予想（平成27年12月１日～平成28年２月29日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益

百万円 ％ 百万円 ％

第１四半期(累計) 101 △2.3 △114 －
（注）詳細は、決算短信(添付資料）３ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析 (次

期の見通し）」をご参照ください。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　
（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 　27年11月期 9,638,600 株 　26年11月期 8,179,800 株

② 期末自己株式数 　27年11月期 49 株 　26年11月期 49 株

③ 期中平均株式数 　27年11月期 8,867,995 株 　26年11月期 7,941,214 株

　
※ 監査手続の実施状況に関する表示

　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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株式会社T&Cホールディングス(3832) 平成27年11月期 決算短信

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

　当連結会計年度におけるわが国経済は、一連の政府による経済政策や日銀による金融政策を背景に、総じて緩やかな

回復基調が続いておりますが、その反面、業種によっては生産や輸出に一部減少傾向がみられるなど、実体経済として

はまだまだ弱含みの状況が続いております。一方、海外に目を転じると、米国の金融政策が正常化に向かう中、新興国

経済が減速しつつあり、世界規模での政治・経済の先行き不透明感と相俟って、依然としてわが国経済を下押しするリ

スクが存在しております。

　このような環境下、当社グループは、医療関連事業を中核ビジネスとして、社会の高齢化に伴い増加する医療ニーズ

を捉えながら、将来の医療ビジネスの国際化をにらみ、国内外の医療機関との業務提携等によりその事業基盤の整備に

取り組んでまいりました。とくに再生医療に関しましては、政府の特区構想等により、その実用化、さらには産業化を

促進する環境が整備されつつありますので、当社独自のノウハウによる「上田因子」を中心に、将来の飛躍的なビジネ

ス展開に向けて、足元を固めているところであります。

　その結果、売上高は381,473千円（前年同期比131,775千円の減少）となり、営業損失は533,691千円（前年同期は営業

損失419,615千円）、経常損失は1,078,758千円（前年同期は経常損失323,560千円）、当期純損失は1,199,974千円（前年

同期は当期純損失293,619千円）となりました。

　セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① ETF関連事業

当社グループでは、ETFに関する情報提供に特化し、米国ニューヨークを拠点にXTF, Inc. が有する豊富なETFデー

タやツールを金融機関や機関投資家に提供しております。

以上の結果、当連結会計年度におけるETF関連事業の売上高は85,645千円（前年同期比17,629千円の増加）、営業損

失は123,566千円（前年同期は営業損失88,854千円）となりました。

② 金融アドバイザリー事業

金融アドバイザリー事業においては、当連結会計年度内に見込んでいたアドバイザリー業務にかかる成功報酬売上

を計上できず業務継続となった結果、当連結会計年度における金融アドバイザリーの売上高は3,745千円（前年同期比

107,492千円の減少）、営業損失は78,154千円（前年同期は営業利益19,475千円）となりました。

③ 医療関連事業

医療関連事業においては、連結子会社である㈱メディエートが製造販売するホルムアルデヒド低温ガス滅菌器及び

消毒器に加え、当社において先端医療機器の輸入販売を行っております。また、病院やクリニックの運営管理及び次

世代検診サービスを展開しております。「上田因子」を使った再生医療については、国内外の医療機関との提携により

臨床、治験を進めております。

再生医療事業においては、国外企業との提携契約解除、再生医療に関する商品の提供及び医療機器製造販売におい

て国外提携先からの新規受注ができなかったことから、当連結会計年度における医療関連事業の売上高は290,725千円

（前年同期比32,215千円の減少）、売上の減少に伴い商品製造にかかるコストが減少したことから、営業損失は143,820

千円（前年同期は営業損失160,430千円）となりました。

④ 食品関連事業

当連結会計年度における食品関連事業の売上高は1,358千円（前年同期比9,696千円の減少）、営業利益は1,115千円

（前年同期は営業利益11,054千円）となりました。
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（次期の見通し）

当社グループは、大きく変革した事業ポートフォリオのもと、ＥＴＦ関連事業、金融アドバイザリー事業、医療関

連事業を展開してまいりました。次期については、平成27年12月21日付「子会社の資産譲渡完了に関するお知らせ」

のとおり、ETF関連事業にかかる資産譲渡を完了したことからさらに医療関連事業に注力してまいります。

医療関連事業のうち再生医療業務については、平成27年７月に上田因子を使った再生医療を推進するメディカル・

サイエンス部を発足させました。これにより上田因子の生産体制を整えて臨床研究・治験を本格化させ、治療プロト

コルの開発・確立を進めてまいります。また、国内外の医療機関との業務提携等により関連商品の提供に注力し、販

売強化を図ってまいります。医療機器製造販売については、戦略商品であるホルムアルデヒドガス滅菌器「エコパル

ザー滅菌器PS－140」の大型器である「エコパルザー滅菌器300」を澁谷工業株式会社と共同開発し、平成27年10月９

日に医薬品医療機器等法に基づく医療機器認証を取得しました。これにより、従来器のみでは対応しきれなかった大

規模な医療機関等においても、一度に大量の滅菌物を短時間で処理できることから、より多くの医療現場への販売に

向けて取り組んでまいります。

　金融アドバイザリー事業においては、前期より継続中のアドバイザリー業務を完結させることで収益化につなげて

まいります。また、従来のアドバイザリー業務に加え、これまで培ったノウハウをもとに圧倒的な低運用コストでか

つ安定したグローバル運用を実現できるＥＴＦポートフォリオの提供に注力してまいります。

なお、今後の中核事業を目指す「上田因子による再生医療」は、最先端の医療事業であり、業界を取り巻く法的、

経済的環境に大きく左右されます。従いまして、信頼性の高い通期業績予想を算出することが困難であることから、

四半期ごとに翌四半期の業績予想を公表しております。

平成28年11月期第１四半期連結業績予想（平成27年12月１日～平成28年２月29日）

平成28年11月期第１四半期（12月～２月）において、医療関連事業において、再生医療業務にかかる売上32百万円

及び営業損失88百万円、医療機器販売による売上67百万円及び営業損失１百万円を見込んでおります。金融アドバイ

ザリー事業においては、売上0.7百万円、営業損失20百万円を見込んでおります。ＥＴＦ関連事業及び食品関連事業に

おいて売上計画はありません。これらを踏まえ、下記のとおり平成28年11月期第１四半期の連結業績予想を公表して

おります。

　売上高 101百万円

　営業利益 △114百万円

当社グループは、平成27年11月期末において４期連続で営業利益及び営業活動によるキャッシュ・フローがマイナ

スとなったため、上場廃止にかかる猶予期間に入ります。平成28年11月期に営業利益及び営業活動によるキャッシ

ュ・フローがいずれもマイナスに留まった場合には、当社株式は、JASDAQ市場の上場廃止基準に抵触し、上場廃止と

なります。また、平成27年11月期末において債務超過の状態となったことからも、上場廃止にかかる猶予期間に入り

ます。平成28年11月期末において債務超過の状態となった場合には、当社株式は上場廃止基準に抵触し上場廃止とな

ります。

上記予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおり、実

際の業績は、さまざまな要因により上記予想数値と異なる場合があります。
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて317,106千円減少し、232,254千円となりました。これは主に営業投資有価

証券が259,435千円、受取手形及び売掛金が115,748千円減少したことが原因であります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて224,487千円減少し、125,535千円となりました。これは主に長期未収入金

が77,207千円増加したものの、特許権が89,245千円減少したことが原因であります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて541,593千円減少し、357,790千円になりました。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて116,025千円増加し、904,559千円となりました。これは主に短期借入金が

104,899千円減少したものの、未払金が116,408千円、支払手形及び買掛金が75,443千円増加したことが原因でありま

す。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて17,870千円減少し64,961千円となりました。これは主に長期借入金が8,004

千円、退職給付に係る負債が9,629千円減少したことが原因であります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて98,155千円増加し、969,520千円になりました。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて639,748千円減少し、611,730千円の債務超過となりました。これは主に

資本金が291,624千円、資本剰余金が291,624千円増加したものの、当期純損失を1,199,974千円を計上したことが原因

であります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、現金及び現金同等物が前年同期比55,909千円の減少となり、期

末残高は25,409千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により減少した資金は、188,407千円（前年同期は258,878千円の支出）となりました。これは主に貸倒引

当金の増加額528,425千円、営業投資有価証券の減少額264,885千円の収入があったものの、税金等調整前当期純損失

が1,207,685千円あったためであります。

(投資活動によるキャッシュフロー)

投資活動により減少した資金は、295,293千円（前年同期は184,469千円の支出）となりました。これは主に貸付に

よる支出274,823千円があったためであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により増加した資金は、426,322千円（前年同期は342,823千円の増加）となりました。これは、新株予約

権の行使による株式の発行による収入553,005千円があったためであります。
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（３）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、当連結会計年度において、営業損失533,691千円、経常損失1,078,758千円、当期純損失

1,199,974千円を計上し、611,730千円の債務超過となりました。また、平成20年11月期連結会計年度より引き続き

営業損失を計上しており、当連結会計年度末においても一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。なお、金融機関からの借入金の返済につきまし

ては、当社の事業活動に影響のない範囲で借入金の返済を行っており、定期的に金融機関と交渉を継続しておりま

す。

当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しておりますが、これまでのところ十分な成果が

得られていない事項が含まれております。また、これらのうち資金調達については今後検討を進めていくものであ

ります。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　
（1）医療関連事業の推進と強化

医療用機器の製造販売においては、医療用滅菌器及び消毒器の商品ラインナップを販売委託先との協働により

拡充させ、周辺機材の充実化に努めております。これにより日本市場での販売基盤を強化するとともに、世界市

場に向けて販売を開始してまいります。

　上田因子を使った再生医療は、先制的自己再生医療を中心として、さまざまな疾病に対して蓄積したデータを

有効に活用し、臨床応用を効率的に、またグローバルに進めていきます。病院の運営・管理、医療ツーリズムは、

次世代検診と再生医療、細胞医療を中心に拠点を拡充してまいります。

　当社グループでは、医療関連事業を推進、強化することにより、当社グループの中長期的な中核事業として育

成し、安定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。

　
（2）金融アドバイザリー事業の拡充

金融アドバイザリー事業は、従来のアドバイザリー事業に加え、これまで培ったノウハウをもとに、圧倒的な

低運用コストで、かつ安定したグローバル運用を実現できるETFポートフォリオを投資家に提供することで、収益

の拡大を図ってまいります。

　
（3）強固な財務基盤の確立の実現に向けた取組み

　当社グループは、医療関連事業を事業の中核に据え、適切な経営資源の選択と集中のもと、引き続き合理化に

努めるとともに、複合的な事業構造を十分に活用し事業の再成長へ向けて、資本政策を含めた新たな資金調達を

検討してまいります。

　
なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連

結財務諸表に反映しておりません。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

T&Cグループは、ベンチャー企業として情熱を持ち続けられる事業、世界でNO.1になり得る事業を、斬新なアイデ

ア、最先端のテクノロジー、グローバルネットワークを活用し発展させることを通して豊かな社会の創造に貢献し

ます。あわせてグループの企業価値の向上を追求することで、株主および社会の信頼と期待にこたえます。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、効率化経営を展開し、高収益体質の維持・強化を図ることを経営方針の一つに掲げ、株主の皆

様の視点から見た収益性を重視する観点から、長期的には株主資本当期純利益率（ROE)の向上を目標とし、常に収

益の改善に努め、コストの削減に対する意識をもって企業経営に取り組んでまいります。一方で、収益面で営業損

失、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況が続いていることから、短期的には「売上高」「売上高営

業利益率」の改善を目標としてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループでは、医療関連事業を事業の中核に据え、成長の再創造に取り組んでまいります。

　医療関連事業においては、医療用滅菌器・消毒器の製造販売、病院・クリニックの運営管理、次世代検診サービ

ス、そして、上田因子を使った再生医療のビジネス化を展開しております。アベノミクスでも成長分野として位置

づけられている再生医療において、当社は、「上田因子を使った再生医療」に経営資源を優先的に振り向け、「上田

因子を使った再生医療」を当社の中核ビジネスに育てていく計画です。

　グループ全体でリストラクチャリングを積極的に推進し、経営・財務基盤の強化を図るとともに、グローバル且

つ多角的に高い成長性を追求する事業を推し進めていくために、今後も戦略的事業提携やM&Aを進めてまいります。

　

（４）会社の対処すべき課題

当社グループが対処すべき課題とその対処方針は次のとおりであります。

① 医療関連事業に重点を置いた安定的な業績の確立

当社グループは、医療関連ビジネスを事業ポートフォリオの中心に据え、将来の飛躍的な事業展開に備えて、

積極的かつ継続的に事業基盤の整備に取り組んでおります。今後も、医療関連事業に経営資源を集中させ、安定

した業績の確立を目指してまいります。

② グループ内各社の収益の黒字化

当社グループは、当社を含めたグループ内全ての会社をプロフィットセンターと位置付けております。各社そ

れぞれにおいて収益化を図り、単体で黒字化することにより、グループ全体について早急な業績の改善を目指し

てまいります。

③ 研究開発部門の強化

当社グループは、医療関連事業を中心に事業を展開しております。当該事業の推進には、医療機関との業務提

携により事業基盤の整備をするのはもとより、医療に精通し、その専門的知識をもとにプロジェクトを推進でき

る人材の確保が必要不可欠となります。従いまして、それに適した人材の採用、そして継続的に事業を展開する

ための人材の育成を通じて、研究開発部門の強化を進めてまいります。

④ 営業・マーケティング部門の強化

当社グループは、医療関連事業のほか、金融アドバイザリー事業を行っております。それぞれの事業において

収益を上げるためには、顧客が必要としているサービスの把握はもとより、専門的知識をもとにして顧客が期待

している以上の提案をしていく営業・マーケティング体制が必要不可欠となります。従いまして、引き続き人材

の育成、適材適所の人員配置を通じて、営業・マーケティング部門の強化を進めてまいります。

⑤ 経営基盤の強化及び財務の健全性の確保

当社グループは、８期連続で営業損失、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであり、当連結会計年

度においては611,730千円の債務超過となったことから、この状況を早急に改善する必要があります。そのために

は、より一層のコスト削減に努めるとともに、戦略商品に特化した営業戦略を進めることにより売上の増加を目

指してまいります。同時にバランスシートの修復、財務基盤の強化を推進することにより、今後の積極的な事業

展開に備えてまいります。
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⑥ 内部管理体制の強化

当社グループは、金融商品取引法及び会社法における内部統制にかかる報告を実施するため内部管理体制の強

化に努めてまいりました。一方で、迅速かつ円滑に事業を遂行するための管理部門の人材の確保、育成、コンプ

ライアンス機能の強化、業務マニュアルの整備等も必要であります。そのような観点から今後も内部管理体制の

さらなる強化を推進してまいります。

⑦ 継続企業の前提の疑義の解消

当社グループは、当連結会計年度において、営業損失533,691千円、経常損失1,078,758千円、当期純損失

1,199,974千円を計上し、平成20年11月期連結会計年度より引き続き営業損失を計上しております。また、当連結

会計年度末においても一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しております。当該状況を早期に解消するための施策を確実に実行し、十分な成果を得るよ

う努めてまいります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　 当社グループは、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年11月30日)

当連結会計年度
(平成27年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 81,319 25,409

受取手形及び売掛金 156,018 40,269

たな卸資産 36,171 120,737

営業投資有価証券 259,435 -

未収入金 41,218 147,186

短期貸付金 14,500 22,600

その他 75,819 45,819

貸倒引当金 △115,122 △169,769

流動資産合計 549,360 232,254

固定資産

有形固定資産

建物 33,573 18,479

減価償却累計額 △17,364 △18,479

建物（純額） 16,209 -

機械装置及び運搬具 21,963 19,450

減価償却累計額 △21,147 △19,450

機械装置及び運搬具（純額） 815 -

工具、器具及び備品 77,121 69,080

減価償却累計額 △56,004 △64,841

工具、器具及び備品（純額） 21,116 4,238

有形固定資産合計 38,141 4,238

無形固定資産

特許権 89,245 -

ソフトウエア 19,746 12,923

その他 504 0

無形固定資産合計 109,495 12,923

投資その他の資産

投資有価証券 0 0

関係会社株式 22,758 -

長期貸付金 116,287 383,010

敷金及び保証金 60,489 96,861

長期未収入金 63,360 140,567

その他 2,849 2,916

貸倒引当金 △63,360 △514,982

投資その他の資産合計 202,385 108,373

固定資産合計 350,023 125,535

資産合計 899,383 357,790

決算短信 （宝印刷）  2016年01月15日 14時19分 10ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社T&Cホールディングス(3832) 平成27年11月期 決算短信

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年11月30日)

当連結会計年度
(平成27年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,427 107,871

短期借入金 155,627 50,728

1年内返済予定の長期借入金 109,200 102,033

未払金 322,902 439,311

未払費用 37,709 36,962

未払法人税等 23,648 15,742

前受金 33,458 42,931

預り金 68,042 104,022

その他 5,517 4,955

流動負債合計 788,533 904,559

固定負債

長期借入金 58,656 50,652

退職給付に係る負債 23,938 14,309

その他 237 -

固定負債合計 82,831 64,961

負債合計 871,364 969,520

純資産の部

株主資本

資本金 1,438,481 1,730,105

資本剰余金 1,220,688 1,512,312

利益剰余金 △2,244,936 △3,444,911

自己株式 △18 △18

株主資本合計 414,214 △202,511

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △408,187 △411,730

その他の包括利益累計額合計 △408,187 △411,730

新株予約権 21,991 2,511

純資産合計 28,018 △611,730

負債純資産合計 899,383 357,790
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年11月30日)

売上高 513,249 381,473

売上原価 443,319 396,741

売上総利益 69,929 △15,267

販売費及び一般管理費 489,545 518,423

営業損失（△） △419,615 △533,691

営業外収益

受取利息 3,320 886

受取賃貸料 1,800 2,400

為替差益 112,922 26,623

持分法による投資利益 - 5,138

雑収入 3,602 722

営業外収益合計 121,645 35,771

営業外費用

支払利息 15,720 10,903

遅延損害金 3,502 7,564

株式交付費 1,101 2,716

持分法による投資損失 3,373 -

貸倒引当金繰入額 - 557,821

雑損失 1,891 1,833

営業外費用合計 25,590 580,838

経常損失（△） △323,560 △1,078,758

特別利益

債務免除益 23,215 -

償却債権取立益 23,000 -

関係会社整理益 - 4,397

補助金収入 - 2,206

退職給付に係る負債戻入額 - 5,751

特別利益合計 46,215 12,355

特別損失

固定資産除却損 - 35

減損損失 - 95,121

関係会社株式売却損 - 7,897

関係会社整理損 - 31,327

損害賠償金 - 6,900

訴訟損失引当金繰入額 1,500 -

その他 - -

特別損失合計 1,500 141,282

税金等調整前当期純損失（△） △278,844 △1,207,685

法人税、住民税及び事業税 14,774 1,342

過年度法人税等 - △9,052

法人税等合計 14,774 △7,710

少数株主損益調整前当期純損失（△） △293,619 △1,199,974

当期純損失（△） △293,619 △1,199,974

決算短信 （宝印刷）  2016年01月15日 14時19分 12ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社T&Cホールディングス(3832) 平成27年11月期 決算短信

連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年11月30日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △293,619 △1,199,974

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △143,490 △3,542

その他の包括利益合計 △143,490 △3,542

包括利益 △437,110 △1,203,517

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △437,110 △1,203,517

少数株主に係る包括利益 - -

決算短信 （宝印刷）  2016年01月15日 14時19分 13ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社T&Cホールディングス(3832) 平成27年11月期 決算短信

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,264,826 1,047,033
△

1,951,317
― 360,542 △264,696 △264,696 ― 95,845

当期変動額

新株の発行 173,654 173,654 347,309 347,309

当期純損失（△） △293,619 △293,619 △293,619

自己株式の取得 △18 △18 △18

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△143,490 △143,490 21,991 △121,498

当期変動額合計 173,654 173,654 △293,619 △18 53,671 △143,490 △143,490 21,991 △67,826

当期末残高 1,438,481 1,220,688
△

2,244,936
△18 414,214 △408,187 △408,187 21,991 28,018

当連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,438,481 1,220,688
△

2,244,936
△18 414,214 △408,187 △408,187 21,991 28,018

当期変動額

新株の発行 291,624 291,624 583,248 583,248

当期純損失（△）
△

1,199,974

△

1,199,974

△

1,199,974

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△3,542 △3,542 △19,480 △23,023

当期変動額合計 291,624 291,624
△

1,199,974
- △616,725 △3,542 △3,542 △19,480 △639,748

当期末残高 1,730,105 1,512,312
△

3,444,911
△18 △202,511 △411,730 △411,730 2,511 △611,730
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △278,844 △1,207,685

減価償却費 15,768 15,510

特許権償却額 23,435 23,331

株式報酬費用 40,343 10,762

固定資産除却損 - 35

減損損失 - 95,121

関係会社整理損 - 31,327

関係会社整理益 - △4,397

関係会社株式売却損益（△は益） - 7,897

債務免除益 △23,215 -

貸倒引当金の増加額 5,133 528,425

訴訟損失引当金の増減額(△は減少) 1,500 -

受取利息及び受取配当金 △3,323 △889

支払利息 15,720 10,903

遅延損害金 3,502 7,564

為替差損益（△は益） △89,855 △20,898

持分法による投資損益（△は益） 3,373 △5,138

売上債権の増減額（△は増加） 14,918 37,021

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,680 △84,566

前渡金の増減額（△は増加） 78,902 △5,110

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 18,356 264,885

未収入金の増減額（△は増加） - △105,305

仕入債務の増減額（△は減少） △4,413 75,584

未払金の増減額（△は減少） △43,130 97,186

前受金の増減額（△は減少） 24,434 8,952

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,957 △366

その他 △63,395 36,867

小計 △243,063 △182,980

利息及び配当金の受取額 1,042 409

利息の支払額 △11,575 △5,444

遅延損害金の支払額 △480 -

法人税等の支払額 △4,801 △391

営業活動によるキャッシュ・フロー △258,878 △188,407

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,803 △2,948

関係会社貸付けによる支出 △22,314 -

関係会社貸付金の回収による収入 22,314 -

貸付けによる支出 △312,915 △274,823

貸付金の回収による収入 204,226 -

敷金及び保証金の差入による支出 △42,963 △37,522

関係会社株式の取得による支出 △26,132 -

関係会社株式の売却による収入 - 20,000

その他 119 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △184,469 △295,293
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 27,887 △111,512

長期借入金の返済による支出 △14,004 △15,171

新株予約権の行使による株式の発行による
収入

328,958 553,005

自己株式の取得による支出 △18 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 342,823 426,322

現金及び現金同等物に係る換算差額 41,816 1,469

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58,707 △55,909

現金及び現金同等物の期首残高 140,027 81,319

現金及び現金同等物の期末残高 81,319 25,409
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日)

当社グループは、当連結会計年度において、営業損失533,691千円、経常損失1,078,758千円、当期純損失

1,199,974千円を計上し、611,730千円の債務超過となりました。また、平成20年11月期連結会計年度より引き続き

営業損失を計上しており、当連結会計年度末においても一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。なお、金融機関からの借入金の返済につきまし

ては、当社の事業活動に影響のない範囲で借入金の返済を行っており、定期的に金融機関と交渉を継続しておりま

す。

当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しておりますが、これまでのところ十分な成果が

得られていない事項が含まれております。また、これらのうち資金調達については今後検討を進めていくものであ

ります。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

（1）医療関連事業の推進と強化

医療用機器の製造販売においては、医療用滅菌器及び消毒器の商品ラインナップを販売委託先との協働により

拡充させ、周辺機材の充実化に努めております。これにより日本市場での販売基盤を強化するとともに、世界市

場に向けて販売を開始してまいります。

　上田因子を使った再生医療は、先制的自己再生医療を中心として、さまざまな疾病に対して蓄積したデータを

有効に活用し、臨床応用を効率的に、またグローバルに進めていきます。病院の運営・管理、医療ツーリズムは、

次世代検診と再生医療、細胞医療を中心に拠点を拡充してまいります。

　当社グループでは、医療関連事業を推進、強化することにより、当社グループの中長期的な中核事業として育

成し、安定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。

（2）金融アドバイザリー事業の拡充

金融アドバイザリー事業は、従来のアドバイザリー事業に加え、これまで培ったノウハウをもとに、圧倒的な低

運用コストで、かつ安定したグローバル運用を実現できるETFポートフォリオを投資家に提供することで、収益の拡

大を図ってまいります。

（3）強固な財務基盤の確立の実現に向けた取組み

　当社グループは、医療関連事業を事業の中核に据え、適切な経営資源の選択と集中のもと、引き続き合理化に

努めるとともに、複合的な事業構造を十分に活用し事業の再成長へ向けて、資本政策を含めた新たな資金調達を

検討してまいります。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連

結財務諸表に反映しておりません。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社は、サービ

スの内容、提供先、市場の類似性を考慮した事業別のセグメントに区分しており、「ETF関連事業」「金融アドバイザ

リー事業」「医療関連事業」「食品関連事業」の4つを報告セグメントとしております。

事業区分 事業内容

ETF関連事業 ＥＴＦデータベース、分析ツールを金融機関や機関投資家へ提供

金融アドバイザリー事業

ファンドの管理・運用

投資スキーム等のアドバイザリー業務

ＥＴＦポートフォリオの提供

医療関連事業

医療用滅菌器、消毒器の製造及び販売

先端医療機器の輸入販売

上田因子を使った再生医療

病院やクリニックの管理・運営

次世代検診サービス

食品関連事業 食品の卸及び小売

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と

と概ね同一であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日)

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

連結財務諸表
計上額

ETF関連事業
金融アドバイ
ザリー事業

医療関連事業
食品関連事

業
計

売上高

外部顧客への売上
高

68,015 111,238 322,940 11,054 513,249 ― 513,249

セグメント間の内
部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 68,015 111,238 322,940 11,054 513,249 ― 513,249

セグメント利益又は
損失（△）

△88,854 19,475 △160,430 11,054 △218,754 △200,860 △419,615

セグメント資産 39,114 305,367 242,054 21,409 607,945 291,438 899,383

その他の項目

減価償却費 11,036 298 26,643 ― 37,978 1,226 39,204

有形固定資産及び
無形固定資産の

　増加額
219 ― 6,300 ― 6,519 ― 6,519

（注） (1) セグメント利益又は損失の調整額△200,860千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。

全社費用は報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。

(2) セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

(3) セグメント資産の調整額291,438千円は、各報告セグメントに配分されていない全社資産です。その主な

ものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産であります。

(4) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の減価償却費であります。
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当連結会計年度(自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日)

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

連結財務諸表
計上額

ETF関連事業
金融アドバイ
ザリー事業

医療関連事業
食品関連事

業
計

売上高

外部顧客への売上
高

85,645 3,745 290,725 1,358 381,473 ― 381,473

セグメント間の内
部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 85,645 3,745 290,725 1,358 381,473 ― 381,473

セグメント利益又は
損失（△）

△123,566 △78,154 △143,820 1,115 △344,425 △189,266 △533,691

セグメント資産 25,768 30,883 261,094 1,593 319,339 38,450 357,790

その他の項目

減価償却費 10,894 174 26,448 ― 37,517 1,324 38,842

有形固定資産及び
無形固定資産の

　増加額
― ― 2,199 ― 2,199 465 2,664

（注） (1) セグメント利益又は損失の調整額△189,266千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。

全社費用は報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。

(2) セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

(3) セグメント資産の調整額38,450千円は、各報告セグメントに配分されていない全社資産です。その主な

ものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産であります。

(4) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の減価償却費であります。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日)

１株当たり純資産額 0円74銭 △63円73銭

１株当たり当期純損失 36円97銭 135円32銭

(注) 1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

　 2.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末
(平成26年11月30日)

当連結会計年度末
(平成27年11月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 28,018 △611,730

純資産の部の合計額から控除する金額 21,991 2,511

（うち新株予約権（千円）） (21,991) (2,511)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 6,027 △614,241

普通株式の発行済株式数(株） 8,179,800 9,638,600

普通株式の自己株式数（株） △49 △49

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

8,179,751 9,638,551

3．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日))

当連結会計年度
(自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日)

１株当たり当期純損失

連結損益計算書上の当期純損失(千円) 293,619 1,199,974

普通株式に係る当期純損失(千円) 293,619 1,199,974

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,941,214 8,867,995

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類
(新株予約権による潜在株

式の数 1,049,100株）

新株予約権４種類
(新株予約権による潜在株

式の数 627,800株）

(重要な後発事象)

当社子会社であるXTF, Inc. は、平成27年11月27日付で事業用資産を譲渡することを決定し、同日付で資産譲渡

契約を締結、同年12月18日に譲渡が完了いたしました。当該固定資産の譲渡に伴い、平成28年11月期において特別

利益を計上する予定です。

(1) 譲渡の理由

XTF, Inc. が行うＥＴＦ関連事業にはシステム増強や増員等の新たな追加投資が必要なこと、当社グルー

プが注力する医療関連事業とのシナジー効果が弱いこと、さらには相手方との交渉において資産譲渡の提案

を受けたことなどを勘案した結果、事業の選択と集中を進める観点から、ＥＴＦ関連事業用資産の譲渡を決

定いたしました。

(2) 譲渡する相手会社の名称 LSEG Information Services(US). Inc.

(3) 譲渡資産の種類、譲渡前の使途 ＥＴＦ関連事業にかかる資産

(4) 譲渡価額 譲渡先からの要請により非公表となっております。
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